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産 科 医 療 補 償 制 度 

原因分析委員会第五部会 

 

１．事例の概要 

初産婦。妊娠３９週、陣痛開始し、その４時間後に自然破水があり、入院

した。入院時、内診所見は子宮口全開大であり、胎児心拍数陣痛図では子宮

収縮が記録されていないが一過性徐脈が認められた。入院から４６分後に自

然分娩で児が娩出した。臍帯巻絡はなく、羊水混濁は認められなかった。 

在胎週数は３９週１日で、体重は３１８６ｇであった。アプガースコアは

生後１分８点（詳細は不明）、生後５分９点（詳細は不明）であった。出生後

四肢に冷感が認められ、保温された。生後約１４時間に母児同室となった。

生後２日以降、体温は３６．４～３７．５℃で経過し、哺乳は母乳を与えた

後に５％ブドウ糖液を補足していた。生後４日の最終哺乳後、児の顔色不良

がみられたが助産師が観察した際には顔色は戻っており、大丈夫と判断し、

母児同室を継続した。最終哺乳から約７時間後、妊産婦は添い寝中にぐった

りしている児を発見し、看護師詰め所に連れてきた。助産師は無呼吸、全身

白色、心拍数１００回／分以上と判断し蘇生を開始し、医師と看護師へ連絡

した。その後医師による蘇生が続けられ、呼吸停止から１時間１５分後、新

生児搬送を決定し、ＮＩＣＵに新生児搬送された。ＮＩＣＵ入院時の静脈血
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７１ｍｇ／ｄＬであった。四肢および口唇の振戦が持続して認められ、抗痙

攣剤が投与された。脳波検査では全般性の活動低下でほとんど平坦であった。

その後も発作様の動作が頻回にみられ、催眠鎮静剤が投与された。生後１２

日、頭部超音波断層法では側脳室周囲の輝度上昇が認められた。生後２９日、

頭部ＭＲＩ所見から、新生児期に脳血流ＳＰＥＣＴで高灌流となる箇所にダ

メージがあり、低酸素や灌流低下（血圧低下）のエピソードが強く疑われた。 

本事例は病院における事例であり、産科医１名、小児科医１名と、助産師 1

名、看護師１名、准看護師１名が関わった。 

 

２．脳性麻痺発症の原因 

本事例における脳性麻痺発症の原因は、生後４日に発症した呼吸停止・抑

制により、新生児が低酸素状態となった結果、低酸素性虚血性脳症が発症し

たことと考えられる。児の呼吸停止・抑制の原因を特定することはできず、

ＡＬＴＥの範疇に相当すると考えられる。 

 

３．臨床経過に関する医学的評価 

妊娠経過における尿蛋白陽性時の対応とその他の外来における妊娠管理は

一般的である。 

陣痛発来後、入院から分娩に至るまで経過観察とし、自然分娩で娩出とし

たことも一般的である。しかし、胎児心拍数陣痛図に子宮収縮が記録されて

おらず、分娩監視装置の装着方法は一般的ではない。 

生後、四肢の冷感を認めた際の対応と生後４日までの医師、助産師による

対応は一般的である。生後４日の最終哺乳の時点まで児に異常は認められず、

妊産婦の病室で授乳および児の状態を観察したことも一般的である。家族か

らみた経過によると、その後に病室にて児の顔色不良があり、ナースステー
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ションに連れて行ったが、顔色は戻っており、助産師は大丈夫と判断し、妊

産婦と児は病室に戻ったとされており、助産師が妊産婦に特に指示や指導を

することなく母児同室を継続としたことは選択肢のひとつである。 

児の呼吸停止が確認された後の対応は一般的である。ＮＩＣＵへの搬送決

定時期も一般的である。 

 

４．今後の産科医療向上のために検討すべき事項 

１）当該分娩機関における診療行為について検討すべき事項 

 （１）新生児の記録について 

児の蘇生処置を行った場合は、実施した処置および児の状態を診療録

等に記録することが必要である。緊急対応によりその時点で記録できな

い場合は、事後に記録することが望まれる。 

（２）分娩監視装置の装着方法について 

本事例においては、提出された胎児心拍数陣痛図に子宮収縮が記録さ

れていなかった。胎児心拍数陣痛図に子宮収縮波形も正確に記録される

よう、分娩監視装置のトランスジューサーを正しく装着することが望ま

れる。 

 

２）当該分娩機関における設備や診療体制について検討すべき事項 

   母子同室中の管理体制について    

母子同室体制において添い寝中に新生児の状態が悪化する報告が少なく

ない。母親に対する注意喚起を含め授乳の管理体制をより強化することが望

まれる。 
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３）わが国における産科医療について検討すべき事項 

（１）学会・職能団体に対して 

    ＡＬＴＥについて 

ＡＬＴＥ（乳幼児突発性危急事態）の実態調査、病態解明、防止策を

策定することが望まれる。また、医療従事者に対して新生児期の無呼吸、

ＡＬＴＥ等に対する注意喚起や知識の普及、周知を行うことが望まれる。 

（２）国・地方自治体に対して 

特になし。 

 


